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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第52期
第３四半期
連結累計期間

第53期
第３四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日

自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日

自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日

売上高 （百万円） 159,330 162,725 209,147

経常利益 （百万円） 3,202 4,322 3,336

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純利益

（百万円） 2,191 2,217 1,428

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,253 2,032 1,416

純資産額 （百万円） 42,366 42,859 41,529

総資産額 （百万円） 81,790 85,566 77,334

１株当たり四半期（当期）純利益
金額

（円） 124.71 126.41 81.34

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.8 50.1 53.7

 

回次
第52期
第３四半期
連結会計期間

第53期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年９月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年９月１日
至　平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.16 32.63

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

EDINET提出書類

わらべや日洋ホールディングス株式会社(E00496)

四半期報告書

 2/21



２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。
 

（食品関連事業）

　当第３四半期連結会計期間において、当社は、持株会社体制に移行し、当社の食品関連事業を会社

分割により当社の連結子会社であるわらべや関西株式会社に承継させるとともに、同社を存続会社、

同じく当社の連結子会社であるわらべや東海株式会社およびわらべや北海道株式会社を消滅会社とす

る吸収合併を行いました。
 

　なお、持株会社体制への移行に際し、当社は、「わらべや日洋ホールディングス株式会社」に商号

変更し、わらべや関西株式会社は、「わらべや日洋株式会社」に商号変更いたしました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策等を背景に、緩やかな回

復基調で推移しましたが、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影響など、依然と

して先行き不透明な状況が続いております。

　食品業界では、「安全・安心」を求める消費者意識が高まる中、雇用の改善に伴う人手不足・労

働コストの上昇などもあり、引き続き厳しい経営環境となりました。

　このような状況下、当社グループは、９月１日より持株会社体制に移行するとともに、当社の事

業部門および製造子会社３社を１社に統合し、さらなる成長に向けた経営基盤の強化に取り組んで

まいりました。

　売上面につきましては、主力事業である食品関連事業において、セブン-イレブンの積極的な出

店やチルド温度帯商品の販売伸長などにより売上を拡大しました。一方、食品製造設備関連事業に

おける前年同期の大型案件の反動減もあり、当第３四半期連結累計期間の売上高は、1,627億２千

５百万円（前年同期比33億９千４百万円、2.1％増）となりました。

　利益面では、前期に稼働した岩手工場の初期赤字の縮小などにより、営業利益は40億８千８百万

円（前年同期比11億７千万円、40.1％増）、経常利益は43億２千２百万円（前年同期比11億１千９

百万円、35.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、22億１千７百万円（前年同期比２千

５百万円、1.1％増）となりました。

　セグメントごとの事業概況は、以下のとおりです。

 

［食品関連事業］

　納品店舗数の増加やチルド弁当の売上が伸長したことなどにより、売上高は1,279億３千９百万

円（前年同期比33億９千５百万円、2.7％増）となりました。また、前期に稼働した岩手工場の初

期赤字の縮小などにより、営業利益は33億２千２百万円（前年同期比13億４千５百万円、68.0％

増）となりました。

 

［食材関連事業］

　水産加工品の取扱高が増加したことなどにより、売上高は190億９千４百万円（前年同期比７億

７千９百万円、4.3％増）となりました。一方、利益率の高い商品の取扱高が減少したことなどに

より、営業利益は３億３千９百万円（前年同期比１千８百万円、5.2％減）となりました。

 

［物流関連事業］

　前期開設したセンター・営業所が寄与し、売上高は111億８千５百万円（前年同期比６億２千７

百万円、5.9％増）、営業利益は１億９千６百万円（前年同期比１億６百万円、118.8％増）となり

ました。
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［その他］

　食品製造設備関連事業における前年同期の大型案件の反動減が影響し、売上高は45億６百万円

（前年同期比14億７百万円、23.8％減）、営業利益は３億５千５百万円（前年同期比１億９千１百

万円、35.0％減）となりました。

 

(２）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。

 

(３）研究開発活動

　当社グループは、多様化する消費者ニーズの変化にスピーディーに対応した値ごろ感のある高品

質の商品を提供できるよう、原材料から最終商品までのトータル的な商品開発を積極的に行い、食

品としての「美味しさ」「安全性」について、日々研究に努めております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】
 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年１月13日）

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 17,625,660 17,625,660
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　100株

計 17,625,660 17,625,660 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年11月30日 － 17,625 － 8,049 － 8,143

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年８月31日）に

基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】
平成28年８月31日現在

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式　　　11,500

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,596,600 175,966 同上

単元未満株式 普通株式　　　17,560 － 同上

発行済株式総数 17,625,660 － －

総株主の議決権 － 175,966 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）が

含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、役員報酬BIP信託の所有する当社株式75,800株（議決

権758個）が含まれております。

３．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。

 

②【自己株式等】
平成28年８月31日現在

 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
わらべや日洋株式会社

東京都小平市小川東町
５丁目７番10号

11,500 － 11,500 0.07

計 － 11,500 － 11,500 0.07

（注）１．上記のほか、「役員報酬BIP信託」導入に伴い設定された役員報酬BIP信託が所有する当社株式75,800株を四半

期貸借対照表上、自己株式として処理しております。

２．わらべや日洋株式会社は、平成28年９月１日付でわらべや日洋ホールディングス株式会社に商号変更しており

ます。
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２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであ

ります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

副社長執行役員

品質保証部管掌

 兼 海外事業担当
取締役副社長

品質保証部管掌

 兼 海外事業担当
大木　久人 平成28年９月１日

取締役
専務執行役員

経営企画部長
専務取締役 管理本部長 森浦　正名 平成28年９月１日

取締役 常務執行役員 常務取締役 首都圏事業本部長 白井　恒久 平成28年９月１日

取締役

常務執行役員

グループ総務部・

財務企画部管掌

取締役
管理本部

経理部長
浅野　直 平成28年９月１日

取締役 執行役員 取締役 地区事業本部長 松木　伸介 平成28年９月１日

取締役
執行役員

グループ総務部長
取締役

管理本部

総務部長
坂田　洋一 平成28年９月１日

取締役 執行役員 取締役 － 佐藤　吾一 平成28年９月１日

取締役 執行役員 取締役 － 坪木　正雄 平成28年９月１日

取締役 執行役員 取締役

首都圏事業本部

首都圏第一生産部長

 兼 首都圏第二生産部長
棚本　実 平成28年９月１日

(注）平成28年９月１日付で、執行役員制度を導入しております。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年

９月１日から平成28年11月30日まで）および第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28

年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,493 10,631

受取手形及び売掛金 17,357 19,281

商品及び製品 2,554 3,334

原材料及び貯蔵品 936 979

その他 2,915 3,671

貸倒引当金 △22 △233

流動資産合計 30,235 37,663

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 45,297 46,529

減価償却累計額 △27,923 △28,970

建物及び構築物（純額） 17,374 17,559

機械装置及び運搬具 18,967 18,808

減価償却累計額 △13,636 △13,993

機械装置及び運搬具（純額） 5,331 4,815

土地 12,332 12,332

建設仮勘定 176 171

その他 10,702 12,187

減価償却累計額 △4,570 △5,354

その他（純額） 6,131 6,832

有形固定資産合計 41,345 41,711

無形固定資産   

その他 689 917

無形固定資産合計 689 917

投資その他の資産   

その他 5,067 5,277

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 5,064 5,275

固定資産合計 47,099 47,903

資産合計 77,334 85,566
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,943 11,586

短期借入金 100 －

1年内返済予定の長期借入金 630 1,369

未払金 8,630 8,927

未払法人税等 361 1,302

賞与引当金 909 2,017

役員賞与引当金 － 87

その他 2,848 3,982

流動負債合計 23,423 29,273

固定負債   

長期借入金 2,569 2,218

退職給付に係る負債 2,514 2,794

役員株式給付引当金 34 66

関係会社事業損失引当金 105 586

資産除去債務 1,184 1,181

その他 5,973 6,586

固定負債合計 12,381 13,434

負債合計 35,805 42,707

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,049 8,049

資本剰余金 8,143 8,143

利益剰余金 25,281 26,794

自己株式 △263 △260

株主資本合計 41,212 42,726

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 163 160

繰延ヘッジ損益 △57 △16

為替換算調整勘定 139 △73

退職給付に係る調整累計額 71 61

その他の包括利益累計額合計 317 132

純資産合計 41,529 42,859

負債純資産合計 77,334 85,566
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

売上高 159,330 162,725

売上原価 137,101 138,262

売上総利益 22,229 24,462

販売費及び一般管理費 19,311 20,374

営業利益 2,917 4,088

営業外収益   

受取利息 8 8

受取配当金 295 321

受取賃貸料 139 121

その他 74 101

営業外収益合計 516 552

営業外費用   

支払利息 69 69

固定資産除却損 33 95

賃貸収入原価 108 91

その他 20 62

営業外費用合計 232 318

経常利益 3,202 4,322

特別損失   

減損損失 132 －

関係会社貸倒引当金繰入額 － 211

関係会社事業損失引当金繰入額 － 481

特別損失合計 132 693

税金等調整前四半期純利益 3,070 3,629

法人税、住民税及び事業税 1,239 1,956

法人税等調整額 △361 △543

法人税等合計 878 1,412

四半期純利益 2,191 2,217

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,191 2,217
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

四半期純利益 2,191 2,217

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 61 △2

繰延ヘッジ損益 △1 40

為替換算調整勘定 △5 △212

退職給付に係る調整額 7 △10

その他の包括利益合計 61 △184

四半期包括利益 2,253 2,032

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,253 2,032
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結範囲の重要な変更

　当第３四半期連結会計期間において、当社は、持株会社体制に移行し、当社の食品関連事業を会

社分割により当社の連結子会社であるわらべや関西株式会社に承継させるとともに、同社を存続会

社、同じく当社の連結子会社であるわらべや東海株式会社およびわらべや北海道株式会社を消滅会

社とする吸収合併を行いました。

　これに伴い、わらべや東海株式会社およびわらべや北海道株式会社を連結の範囲から除外してお

ります。

　なお、持株会社体制への移行に際し、当社は、「わらべや日洋ホールディングス株式会社」に商

号変更し、わらべや関西株式会社は、「わらべや日洋株式会社」に商号変更いたしました。
 

(2)変更後の連結子会社数

　７社
 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以

下「連結会計基準」という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成

25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、

支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上すると

ともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。ま

た、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示

の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－

５項（４）および事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１

四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間から適用し、平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。

　なお、この変更による影響は軽微であります。
 

（追加情報）

(退職給付債務計算方法の変更)

　従来、一部の連結子会社につきましては、退職給付債務の計算方法について簡便法を採用してお

りましたが、平成28年９月１日付けグループ内組織再編により、原則法で退職給付債務を見積もる

ことができるようになったため、当第３四半期連結会計期間より計算方法を変更しております。

　この変更により、当第３四半期連結会計期間期首に「退職給付に係る負債」として334百万円計

上するとともに、同額を「退職給付費用」として営業費用に計上しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

　非連結子会社の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年11月30日）

株式会社日鰻 829百万円 604百万円

株式会社フレボファーム 500 472

計 1,329 1,076

 

２　コミットメントライン契約

　当社において、取引金融機関３行と締結しておりました貸出コミットメント契約につきまして

は、契約を更新しておりません。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年11月30日）

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 －百万円

借入実行残高 － －

差引額 5,000 －

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

は、次のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

減価償却費 3,537百万円 3,537百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日
定時株主総会

普通株式 616 35.0 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月26日
定時株主総会

普通株式 704 40.0 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金

　　（注）　「配当金の総額」には役員報酬BIP信託が保有する当社株式（平成28年２月29日基準日　76,500株）に対す

　　　　　　る配当金３百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報
       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
食品関連
事業

食材関連
事業

物流関連
事業

計

売上高         

外部顧客に対する売上高 124,544 18,315 10,557 153,417 5,913 159,330 － 159,330

セグメント間の内部売上
高または振替高

－ 1,721 2,661 4,382 13,152 17,535 △17,535 －

計 124,544 20,036 13,219 157,800 19,066 176,866 △17,535 159,330

セグメント利益 1,977 358 89 2,425 546 2,972 △54 2,917

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品製造設備の販売、人材派遣、

業務請負を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△54百万円は、セグメント間取引消去額であります。なお、当社のグループ管理費

用等については、持株会社体制への移行前であり、算出等が実務上困難であるため、食品関連事業に算入し

ております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報
       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
食品関連
事業

食材関連
事業

物流関連
事業

計

売上高         

外部顧客に対する売上高 127,939 19,094 11,185 158,218 4,506 162,725 － 162,725

セグメント間の内部売上
高または振替高

－ 1,747 3,011 4,758 10,592 15,350 △15,350 －

計 127,939 20,841 14,196 162,977 15,098 178,076 △15,350 162,725

セグメント利益 3,322 339 196 3,858 355 4,214 △125 4,088

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品製造設備の販売、人材派遣、

業務請負を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△125百万円には、セグメント間取引消去△９百万円および報告セグメントに配分

していない全社費用△116百万円が含まれております。なお、当第３四半期連結会計期間より、持株会社体

制に移行したことに伴い、当社において新たに報告セグメントに帰属しない全社費用が発生しております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　共通支配下の取引等

（持株会社体制への移行に伴う吸収分割および吸収合併）

　当社は、持株会社体制に移行するため、平成28年９月１日を効力発生日として、当社が営んでい

る事業のうち子会社を管理する事業以外の一切の事業に関して有する権利義務を、会社分割により

当社の連結子会社であるわらべや関西株式会社に承継いたしました（以下、この会社分割を「本吸

収分割」という）。また、平成28年９月１日を効力発生日として、わらべや関西株式会社を存続会

社、当社の連結子会社であるわらべや東海株式会社およびわらべや北海道株式会社を消滅会社とす

る吸収合併を行いました（以下、この吸収合併を「本吸収合併」という）。

　本吸収分割および本吸収合併に際し、当社は、「わらべや日洋ホールディングス株式会社」に商

号変更し、わらべや関西株式会社は、「わらべや日洋株式会社」に商号変更いたしました。

 

１. 持株会社体制への移行の背景と目的

　当社は、グループ理念「私たちは『安全・安心』と『価値ある商品・サービスの提供』 を通じ

て、お客様の健康で豊かな食生活に貢献します」を掲げ、食材の開発・調達から食品製造、配送・

物流に至る一貫システムを構築してまいりました。日々高まる食品の安全性や価値ある商品に対す

るお客様のニーズに対応するために、①各事業子会社の意思決定の迅速化と機動的な事業運営の推

進、②経営資源の最適配分、③ガバナンスの強化などを目的として、持株会社体制に移行いたしま

した。また、地域ごとに分かれている製造体制を一本化して①管理体制の集約・強化、②各社で保

有するノウハウの共有、③専門人材の最適配置などの効率化を行うため、当社の事業部門および製

造子会社３社を１社に統合いたしました。

 

２. 本吸収分割の概要

（１）結合当事企業または対象となった事業の名称およびその事業の内容

　　①分割会社　　　　　　　わらべや日洋株式会社

　　（平成28年９月１日付で「わらべや日洋ホールディングス株式会社」に商号変更）

　　②承継会社　　　　　　　わらべや関西株式会社

　　（平成28年９月１日付で「わらべや日洋株式会社」に商号変更）

　　③対象事業の内容　　食品関連事業

（２）企業結合日　　　　平成28年９月１日

（３）企業結合の法的形式

　　当社を分割会社とし、わらべや関西株式会社を承継会社とする吸収分割
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３. 本吸収合併の概要

（１）結合当事企業または対象となった事業の名称およびその事業の内容

　　①存続会社　　　　　わらべや関西株式会社

　　　事業の内容　　　　調理済食品の製造、販売

　　②消滅会社　　　　　わらべや東海株式会社

　　　事業の内容　　　　調理済食品の製造

　　　消滅会社　　　　　わらべや北海道株式会社

　　　事業の内容　　　　調理済食品の製造

（２）企業結合日　　　　平成28年９月１日

（３）企業結合の法的形式

　わらべや関西株式会社を存続会社、わらべや東海株式会社およびわらべや北海道株式会社を消

滅会社とする吸収合併

（４）結合後の企業の名称

　　　　　　　　　　　　わらべや関西株式会社

　　　　　　　　　　　（平成28年９月１日付で「わらべや日洋株式会社」に商号変更）

 

４. 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）および「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月

13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 124円71銭 126円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,191 2,217

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額（百万円）

2,191 2,217

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,575 17,538

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株式に役員報酬BIP信託として保有する

当社株式を含めております。なお、当該信託として保有する当社株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結

累計期間において38,520株、当第３四半期連結累計期間において76,064株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成29年１月13日

わらべや日洋ホールディングス株式会社

　　　　　取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 米　　山　　昌　　良　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　原　　　 選 　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るわらべや日洋ホールディングス株式会社（旧会社名　わらべや日洋株式会社）の平成28年３月１日か
ら平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平成28年11
月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半
期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、わらべや日洋ホールディングス株
式会社（旧会社名　わらべや日洋株式会社）及び連結子会社の平成28年11月30日現在の財政状態及び同
日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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